ドイツ刑法各則の改正　一一対照表と新条文の試訳（4）一一 by 川口 浩一
『奈良法学会雑誌』第1巻4号 (1999年3月)一一47
[資料】
ドイツ刑法各則の改正
一一対照表と新条文の試訳(4 ) 
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目次
1 生命に対する罪
2 身体に対する罪
3 自由に対する罪(以上11巻 1号)
4 窃盗罪 (11巻2号)
5 横領罪(対照表は11巻3号「解説」以下本号)
6 強盗罪・恐喝罪(以上本号)
7 詐欺罪・背任罪(次号)
[増補資料1] 改正条文対照表 (11巻3号)
[増補資料2] 総則部分の改正対照表(本号)
5 横領罪
(解説) 今回の横領罪に関する改正点はCI他人の占有下のという要件が外されたこと
と②窃盗罪と同様に領得意思の内容に第三者のための領得も加えられたことであるが，
これは今度の改正でも最も重要な改正の 1つであり，批判的な見解も多いものである。
まず①の点については横領構成要件の占有(所持)取得概念について争われてきた
所謂「小修正解釈J(kleine zu berichtigende Auslegung)と「大修正解釈J(grose zu 
(1) 
berichtigende Auslegung)の対立と関連する。これが問題となるのは，次のような事
例である。
(1) これについては Dutなe/Fahn四日chmid，Zueignung durch GewahrsamsbegruTId-
ung-ein Fall der Unterschlagung? -oder-die kleine zu berichtigende Auslegung， 
]ura 1997，281-287; OLG Celle， ]R 1987，253 mit Anmerkung von， ]R 1987， 254等を
参照。
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(設例1) 家政婦Aは老婆Xの家に毎日掃除に来ていたが，ある日Aか掃除をしてい
る最中にXが死亡した。 AはXの使用していた銀の匙を自分の手提げ袋に入れて持ち
(2 ) 
帰った。
(設例2) BがYから借りた本をCに貸した。 CはそれがBの本だと思ってBに電話
(3 ) 
で売ってくれともちかけBはそれに同意した。
246条を厳格に解釈すると，所持取得が領得に時間的に先行している場合にのみ横領
が可能なので，これらの事例はすべて不可間ということになる。次に所謂小修正解釈
は，所持取得と領得は時間的に 1つの行為で同時に行いうる。この解釈によると(設例
1)は可罰的であるが(設例2)は不可罰ということになる。これに対して所謂大修正解
釈によれば，所持取得なしの領得が可能であるから，これらの設例はすべて可罰的と
(4 ) 
いうことになる。改正前は，この内，小修正解釈が有力であった。このような状況の
中で今回の立法は，大修正解釈に従って占有・所持要件を自体を削除したものである。
この改正については罪刑法定主義の明確性原則の観点からの批判も多い。
次に②の点については，その基本的な考え方については，既に窃盗罪の解説におい
て述べたところであるが，この背景となったのは，次のような横領罪についての判例
(5 ) 
であった。即ちこれについて BGH1993.3.31判決 (3BJs 512/90 u.a.)は，旧 DDR
の国家安全省 (MfS)構成員による西独から東独への郵便物から金員及ぴ財物を取得
し， DDRの国庫に入れる行為は横領罪を構成すると判示していたが，その後 BGHは
( 6)
1995.7. 25の大法廷判決 (GSSt1/95)により，この解釈を変更し， 246条の構成要件は
行為者が者を「自己に」領得する ("sich"zueignen) ことを要件としているので旧
DDRの国家安全省 (MfS)構成員による西独から東独への郵便物から金員及ぴ財物
を取得行為は，第三者である旧 DDRのために領得したものであり，自己に領得したも
のではないから，この要件を満たさないとしたのである。今回の改正は，このような
(7) 
事例をも処罰可能にするために文言を変更したものである。
(2) Hill，仰kanψ，40 Probleme aus dem Strafrecht Besonderer Tei!， 8. Auf1. (1997)， 
S.129 
( 3 ) Hillenka榊o，p 前掲注(2)S.134の設例
(4) 例えば LacknerjKfJhl，StGB， 22. Auf1. (1997)， ~246 Rn.3等を参照。
(5 ) この事例については Wo供lo.st，NStZ 1994， 542を参照。
(6) BGHSt 41， 187 =NJW 1996， 402= NStZ 1996， 133 mit Anmerknrg von Otお， JZ 
1996， 580 
(7) Schli依hter(Hrsg.)， Bochumer Erlauterungen zum 6. Strafrechtsreformgesetz， 
1998， S. 73 f. 
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6 強盗罪・恐喝罪
原 I~249 Raub. I~ 249 Raub. 
文 1(1)W，ぽ mitG側 altgegen eine Personl (1) W，町 mitGewalt ge伊 neine Person 
oder unter Anwendung刊 nDrohungen mit 1 oder unter Anwendung von Drohungen mit 
gegenwl.rtiger Gefahr fnr Leib oder Lebenlg句enwl.rtig，ぽGefahr翻rLeib odぽLeben
eine fr官mdebewegIiche Sache einemleine fremde bewegIich氾 Sache ein崎潤
anderen in der Absicht we側 mmt，sichlanderen in dぽ Absichtwe.刺 mmt，die 
dies噌lberechtswidrig zuzueignen， wirdlSachesichodereinemDritten rechtswi合ig
mit Freiheitsstrafe nicht un旬reinem Ja1官Izuzueignen，wirdmit F四iheitsstrafenicht 
beはraft. lunter einem Ja1官bestraft.
(2) In minder 舵hwer，官狙 FaIIen ist diel (2) In mindぽ schweren FaIIen ist die 
Strafe Freiheitss仕afevon sechs MonatenlStrafe F白血.eiぬstrafevon田，chsMonaten 
bis zu f，伽UJahren. Ibis zu飴nfJahrモn.
邦|第249粂 (強盗) 1第249条(強盗)
訳|①人に対する暴力をもって，又は身体著しくl①人に対する暴力をもって，又は身体著しく
は生命にとっての現在の危険をもってする!は生命にとっての現在の危険をもってする
脅迫を用いて，不法に自己に領得する目的i脅迫を用いて，不法に自己文は第三者に領得
で，他人の動産を奪取した者は， 1年以上の|する目的で，他人の動産を奪取した者は， 1 
自由刑に処する。 1年以上の自由刑に処する。
②比較的重くない事例においては，その刑は|②比較的重くない事例においては，その刑は
6月以上5年以下の自由刑!とする。 16月以上5年以下の自由刑とする。
要|5m紬 wmbub |5250紬問問Raub
1 (1) Auf Fr官iheitsstrafenicht unter f也ul(1) Auf Freiheitsstrafe nicht unter合d
Jahren ist zu erkennen， wenn IJahren ist zu erke四len，wenn 
1. dぽ Tateroder ein anderer Be旬iIigterl1.der Tl.ter oder ein anderer Beteiligter 
am Raub eine Schuswaffe bei siは1自由民， lam Raub 
2. der Tl.ter oder ein anderer BeteiIigterla) eine Waffe oder ein and町田 gefahr-
am Raub eine Waffe oder sonst einlliches We池田ugbei sich ft血rt，
Werkze噌 oderMit総1bei sich fi世1rt， umlb)困問tein Werkzeug oder Mittel bei 
den Widerstand eines anderen durchlsich fuh此， um den Widerstand einer 
GewaIt oder Drohung mit GewaIt zulanderen Pe醐 'ndurch GewaIt od町Dro-
m 悩ndernoder zu ubぽwinden，陶mgmit Gewa1t zu四，rhindernodぽ zu
3. der Tl.ter oder ein anderer BeteiIigter 1日berwinden，
am Raub durch die Tat ein四 andereninlc) eine andere Per冊 ndurch die Tat in 
die Gefahr des Todes oder einぽschwerenldieGefahr einer配hwerenGe聞ndl叫旬・
KorperverIetzung (~ 224) bringt oder 1配hadigungbringt oder 
4. d町 Tl.terden Raub als MitgIied einerl2. der Tl.t町 denRaub als MitgIied einer 
Bande， die sich zur fortgesetztenlBande， die sich zur fortg'白etztenBege-
Begehung von Raub oder Diebstahllhung von Raub od町 Diebstal11verbunden 
verbunden hat， unter Mitwirkung eineslhat， unter Mitwirkung eines anderen 
anderen BandenmitgIi氾dsbegeht. 1 B釦 idenr凶匂Iiedsbegeht. 
(2) Auf Freihei蜘 trafenicht unter ft回f
Jahren ist zu erkennen. wenn der Tater 
oder ein anderer Beteiligter am Ra岨b
1. bei der Tat eine Waffe oder ein an-
der四 ge錨hrlich開 Werk皿ug刊，rwendet，
2. in den Fallen des Absatzes 1 Nr.2 
eine Waffe bei sich飽hrtoder 
3. eine andere Person 
a) bei der Tat korperlich schwer mis-
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handelt oder 
b) d町'chdie Tat in die Gefahr des Todes 
bringt. 
(2) In minder schweren Fallen ist diel(3) InminderschwerenFallend陪rAbsatze 
Strafe Freiheitsstrafe von einem J ahr bis 1 und 2 ist die Strafe Freiheits沿trafevon 
zu funf J ahren. 1 einem J ahr bis zu zehn J ahren. 
邦|第250条(重い強盗)第250条(重い強盗)
訳|①次の場合には 5年以上の自由刑を科す|①次の場合には， 5年以上の自由刑を科す
る 。|る。
1行為者若しくはその他の強盗の関与者が， 1行為者若しくはその他の強盗の関与者が，
銃器を備えていたとき la)武器文は他の危険な道具を備えていた
2行為者若しくはその他の強盗の関与者が， 1とき，
暴力をもってする脅迫により他人の反抗をIb)暴力をもってする脅迫により他者の反
阻止し若しくは抑圧するために，凶器，そのl抗を阻止し若しくは抑圧するために，凶器，
他の道具若しくは手段を備えていたとき， 1その他の道具若しくは手段を備えていたと
3行為者若しくはその他の強盗の関与者が， 1き，
その行為により，他人を死亡若しくは重い傷Ic)他者を死亡若しくは重い健康侵害の危険
害(第224条)の危険に陥れたとき，又は， 1に陥れたとき，又は，
4行為者が，強盗若しくは窃盗の連続的遂行12行為者が，強盗若しくは窃盗の連続的遂行
のために結合した団体の構成員として，その!のために結合した団体の構成員として，その
他の団体構成員の協力の下に強盗を犯したl他の団体構成員の協力の下に強盗を犯した
とき。 1とき。
~行為者若しくはその他の強盗の関与者が，
l武器文は他の危険な道具を使用したとき，
2第 l項第2号の武器を備えていたとき，又
は，
3他者に
a)その行為の際に重大な虐待を行い若し
くは
b) その行為によって死の危険をもたらし
たときは，
5年以上の自由刑とする。
②比較的重くない事例においては，その刑は|③第 l項及び第2項の比較的重くない事例
1年以上5年以下の自由刑とする。 1においては，その刑は1年以上10年以下の自
由刑とする。
原 1S 251 Raub mit Todesfolge. 1 S 251 Raub mit Todesfolge 
文 IVerursachtder Tater durch den RaublVerursacht der Tater durch den Raub 
(S 249 und 250) leichtfertig den Todl (S 249 und 250) wenigsten leichtfertig 
eines anderen， so ist die Strafelden Tod eines anderen Menschen. so ist 
lebenslange Freiheitsstrafe oderldie Strafe lebenslange Freiheitsstrafe oder 
Freiheitsstrafe nicht unter zehn J ahren. 1 Fr田heitsstrafenicht unter zehn J ahren. 
邦 l第251条(強盗致死) 1第250条(強盗致死)
訳|行為者が，強盗(第249条，第250条)行為者が，強盗(第249条ヲ第250条)により
により軽率に他者の死亡をひき起こしたと|少なくとも軽率に他人の死亡をひき起こし
きは，その刑は無期自由刑又は10年以上の自|たときは，そのJfJは無期自由背Ij又は10年以上
由刑とする。 1の自由刑とする。
原 1S 253 Erpressung. 1 S 253 E叩re田 ung
文 I(1) Wer einen anderen rechtswidrig mitl (1) Wer einen Menschen rechtswidrig mit 
Gewalt oder durch Drohung mit ei悶 nlGewaltodぽ durchDrohung mit einem 
empfindlichen Ubel zu einer Handlung， I empfindlichen Ubel zu einer Handlung， 
Duldung oder Unterlassung notigt undlDuldung oder Unterlassung notigt und 
dadurch dem Vermogen des Ge凶 tigten1 dadurせ1dem Verm白gendes Genotigten 
oder eines anderen N achteil zufugt，山n1 oder eines anderen N achteil zufugt， um 
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sich oder einen Dritten zu Unrecht zulsich oder einen Dritten zu Unrecht zu 
bereichem， wird mit Freiheitsstrafe bisI bereichern， wird mit Freiheitsstrafe bis 
zu funf Jahren oder mit Geldstrafe b白 Izu f日nf J ahren oder mit Geldstrafe 
traft. I bestraft 
(2) Rechtswidrig ist die Tat， wenn diel (2) Rechtswidrig ist die Tat，問団 die
Anwendung der Gewalt oder die Andro-IAnwendung der Gewalt oder die Andro-
hung des Ubels zu dem angestrebtenlhung des Ubels zu dem angestrebten 
Zw前 kals verwerflich anzusehen ist. I Zweck als verwerflich anzusehen ist. 
(3) Der Vers叫chist strafbar . I (3)Der Versuch ist strafb喧r.
(4) In besonders schwでrenFal!en ist diel (4) In besonders schweren Fallen ist die 
Strafe Freiheitsstrafe nicht unter eineml Strafe Freiheitsstrafe nicht unter einem 
Jahr. Ein besonders schwerer Fal! liegtI Jahr . Ein besonders schwerer Fal! liegt 
in der Regel vor， wenn der Tater gewerb恒一Iin der Regel vor， wenn der Tater gew芭rbs.
masig oder als Mitglied einer Bandelmasig oder als Mitglied einer Bande 
handelt， die sich zur fortge田tztenBe-Ihandelt， d民 sichzur fortge記 tztenBe-
Eehung einer Erpressung verbunden hat. Igehung einer Erp陀 ssungverbunden hat. 
邦 l第253条(恐喝)第253粂(恐喝)
訳|①自己又は第三者に不法に利益を得させる|①自己又は第三者に不法に利益を得させる
ため，暴力により，又は耐え難い害悪をもっ|ため，暴力により，又は耐え難い害悪をもっ
てする脅迫により，違法に他者に対し行動， Iてする脅迫により，違法に人に対し行動，受
受忍又は不作為を強要し，そしてこれによっ|忍又は不作為を強要し，そしてこれによっ
て，被強要者又は他人の財産に損害を加えた|て，被強要者又は他人の財産に損害を加えた
者は， 5年以下の自由刑又は罰金に処し，特|者は， 5年以下の自由刑又は罰金に処し，特
に重い事例においては 1年以上の自由刑に|に重い事例においては 1年以上の自由刑に
処する。 I処する。
②求める目的のため暴力を使用し，又は害悪|②求める目的のため暴力を使用し，又は害悪
をもって脅迫するこどが，非難すべきものと|をもって脅迫するこどが，非難すべきものと
認められるときは，この行為は違法である。|認められるときは，この行為は違法である。
⑧本条の罪の未遂犯は，これを罰する。 I⑧本条の罪の未遂犯は，これを罰する。
(解説) 強盗罪の基本構成要件 (249条)についての改正は，窃盗・横領と河じく第三
者領得の場合を含めたものである。強盗罪の改正でより重要なのは法定刑の調和に関
するものである。これは，旧規定の文言上，特に銃器 (Schuβwaffe)及び武器が広く
解釈され，実際には危険のない所謂見せ掛け上の武器 (Scheinwaffe)まで含まれると
判例が解釈してきたこと等から，第 1項の加重事由に一旦該当するとされて，それを
2項のより重くない事例として減刑するという事例が80%にも及ぶという事態が生じ，
l項と 2項の原則・例外関係が完全に逆転することになってしまったことから，それ
(8 ) 
を調整しようとしたものである。このことから新規定においては，特に第 1項第1号
a) において武器と危険な道具を選言的に併記することによって武器についても武器
としての使用可能性が要件になることを表現しようとしたこと等，いくつかの点につ
いて変更が加えられた。
(9 ) 
次の第251条の改正は， r軽率なJ死の惹起が故意の死の惹起を排斥するのか，それ
( 8 ) Schluchter (Hrsg.)前掲注(7)S.78ff. 
( 9 ) そのように解釈するものとして BGHSt.26，175等
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(10) 
とも249条， 251条と211条以下が競合しうるのかについての論争を，後者の所謂「競合
(1) 
解決Jに与することによって解決したものである。
なお恐鴎罪に関する改正は，所謂性的に中立の表現への変更である。
(10) そのように解釈するものとして BGHSt.39，100 
(11) Schluchter (Hrsg.)前掲注(7)S.80f. 
ドイツ刑法各則の改正一一対照表と新条文の試訳(4 )一一53
【増補資料2】 総則規定の改正条文対照表
藤綴灘議議議議議議選察側議議藤滋議議議瀦鰍護側議議議毅鰍綴議議機議題
原 195Auslandstaten geg四 inlandischeRe-195 Auslandstaten gegen inlandische Re-
文 Ichtsgut廷r. Ich旬以iter.
Das deutsche Strafrecht gilt， unabhangiglD回 deutscheStrafrecht gilt， unabhangig 
vom Recht des Tatorts， fUr fo匂endelvomRecht des Tatorts， fUr folgende 
Taten， die im Ausland begangen werden: ITaten， die im Ausland begangen werden: 
1. V orbereitung eines Angriffskrieges 1. V orbereitung eines Angriffskrieges 
(980); 1 (980); 
2. Hochverrat <981 bis 83); 12. Hochverrat <981 bis 83); 
3. Gefah吋ungdes demokratischenRechts-13. Gefahrdung des demokratischen Rechts 
staates Isねates
a) in den Fallen der 9989， 90a Abs. 1 a) in den Fallen der 9989， 90a Abs. 1 
und des 990b， wenn der Tater Deutscherlund des 990b， wenn der Tater Deutscher 
ist und seine Lebensgrundlage im raum-list und seine Lebensgrundlage im r包凶n-
lichen Geltungsbereich dieses Gesetzesllichen Geltungsbereich dieses Ge田tzes
hat， und Ihat， und 
b) in den Fallen der 9990 und 90al b) in den Fallen der 9990 und 90a 
Abs. 2; IAbs.2; 
4. Landesverrat und Gefahrdung der au-14. Land国間rratund Gef創立dungder au-
seren Sicherheit (9994 bis 100a); Iseren Sicherheit (9994 bis 100a); 
5. Straftaten民gendi巴 Landesverteidi-15.Straftaten gegen die Land凶verteidi-
gung 19ung 
a) in den Fallen der 99109 und 10ge bisl a) in den Fallen der 99109 und 10ge bis 
109g und 1109g und 
b) in den Fallen der 99109a， 109d undl b) in den Fallen der 99109a， 109d und 
109h， wenn der Tater Deutscher ist undl109h， wenn der Tater D四 tscherist und 
seine Lebensgrundlage im raumlichen1 seine Lebensgrundlage im raumlichen 
Geltungsbereich dieses Gesetzes hat; IGeltungsbereich dieses Gesetzes h直t;
6. Verschleppung und politische V er-16. Verschleppung und politisch直 Ver-
dacht泡ung<9234a， 241ω ， wenn die Tatldachtigung (99234a， 241a) ， wenn die Tat 
sich gegen einen Deutschen richtet， der 1 sich gegen einen De叫schenrichtet ， der 
im Inland seinen W ohns山 oderge-lim Inland 阻 nen Wohnsitz oder ge-
W百加lichenAufenthalt hat; Iwohnlichen Aufenthalt hat; 
6a. Entziehung eines Kindes in den 
E盲目lendes 9235 Abs.2 Nr .2， wenn die 
Tat sich gegen eine Person richtet， die 
im Inland ihren W ohnsitz od阻rgewohn-
lichen Aufenthalt hat; 
7. Verletzung von Betriebs-oder Ge-17. Verletzung vo四 Betriebs-oder Ge-
schaftsgeheimrussen eines im raumlich直泊Ischaf匂geheim凶岱enei即日 im raumlichen 
Geltungsbereich dieses Gesetzes li暗end回 IGeltungsbereichdieses G四etzesliegenden 
Betriebs， eines Untemebmens， das dortlBetriebs， eines Untemebmens， das dort 
seinen Sitz hat， oder eines Untemebmenslseinen Sitz hat， od町田nesUntemebmens 
mit Sitz im Ausland， das von einem Un-Imit Sitz im Ausland， das von einem Un-
temebmen mit Sitz im raumlichenGeltung-ltem倍，bm直nmitSitzimraumlichen Geltung-
sbereich dieses Ge組問sabhangig ist undlsbereich dieses Gesetzes abhangig ist und 
mit diesem einen Konz疋mbildet; Imit diesem einen Konzem bildet; 
8. Straftaten gegen die sexuelle Selbstー18.Straftaten gegen die sexuelle Selbst-
bestimmung Ibestimmung 
a) in den Fallen d田 9174Abs. 1 und 3，1 a) in den Fallen des 9174 Abs.1 und 3， 
wenn der Tater und der， gegen den dielwenn der Tater und der， gegen den die 
Tat begangen wird， zur Zeit der TatlTat begangen wird， zur Zeit der Tat 
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Deutsche sind und ihre Lebensgrundlage Deutsche sind und ihre Lebensgrundlage 
im lnland haben. und im lnland haben. und 
b) in den Fallen des 9176 Abs. 1 bis 4， b) in den Fallen der 99176 bis 176 b und 
5 Nr.2 und Abs.6， wenn der Tater 182， wenn der Tater Deutscher ist;・
Deutscher ist und seine Lebensgrundlage 
im lnland hat; …・・・
邦 第5条(園内法益に対する圏外犯) 第5条(国内法益に対する圏外犯)
訳 ドイツ刑法は，行為地法には関係なし外国 ドイツ刑法は，行為地法には関係なし外国
で行われた次の行為に適用される。 で行われた次の行為に適用される。
1侵略戦争の予備(第80条) l 侵略戦争の予備(第80条)
2内乱(第81条ないし第83条) 2内吉L(第81条ないし第83条)
3 a第89条，第90条a第1項及ぴ第90条 3 a第89条，第90条a第1項及び第90条
bの場合であって，行為者がドイツ人でかつ bの場合であって，行為者がドイツ人でかつ
その生活の基礎を本法の場所的適用領域内 その生活の基礎を本法の場所的適用領域内|
に有するときにおける，及ぴ に有するときにおける，及ぴ
b第90条及び第90条a第2項の場合にお b第90条及び第90条a第2項の場合にお
ける民主的法治国家に対する危害行為 ける民主的法治国家に対する危害行為
4反逆及び対外的安全に対する危害行為(第 4反逆及ぴ対外的安全に対する危害行為(第
94条ないし第100条a) 94条ないし第 100条a)
5 a第109条及ぴ第109条eないし第1095 a第109条及ぴ第109条eないし第 109
条gの場合における，及ぴ 条gの場合における，及ぴ
b行為者がドイツ人でかっその生活の基礎 b行為者がドイツ人でかっその生活の基礎
を本法の場所的適用領域内に有するときに を本法の場所的適用領域内に有するときに
おける第 109条a，第109条d及ぴ第 109条 おける第109条a，第 109条d及ぴ第109条
hの場合における国防に対する犯罪行為 hの場合における国防に対する犯罪行為
6投致及び政治的嫌疑をかける行為(第2346 :t立致及び政治的嫌疑をかける行為(第234
条a，第241条a)であって，その行為が内 条a，第241条a)であって，その行為が内
国に住所又は居所をもっドイツ人に対して 国に住所又は居所をもっドイツ人に対して
向けられているとき 向けられているとき
6a 第235条第2項第2号の事例における
子供の誘拐であって，その行為が内国に住所
又は居所をもっドイツ人に対して向けられ
ているとき
7本法の場所的適用領域内にある企業，そこ 7本法の場所的適用領域内にある企業，そこ
に所在地をもっ事業又は外国に所在地をも に所在地をもっ事業又は外国に所在地をも
つが，本法の場所的適用領域内に所在地をも つが，本法の場所的適用領域内に所在地をも
つ事業に依存し，それとコンツェルンを作っ つ事業に依存し，それとコンツェルンを作っ
ている事業の企業秘密又は業務上の秘密を ている事業の企業秘密又は業務上の秘密を
侵害するとき 侵害するとき
8 a)第174条第 1項及ぴ第 3項の事例で 8 a)第174条第 1項及ぴ第3項の事例で
あって，行為者と行為がその者に対して犯さ あって，行為者と行為がその者に対して犯さ
れた者が行為の時にドイツ人であり，その生 れた者が行為の時にドイツ人であり，その生
活の基礎を本法の場所的適用領域内にもつ 活の基礎を本法の場所的適用領域内にもつ|
場合，及ぴ 場合，及び
b)第176条第I項ないし第4項，第5項
第 2号及び第 6項の事例であって，で 182条の事例であって，行為者が行為の時に
あって，行為者が行為の時にドイツ人であ ドイツ人である場合の性的自己決定に対す
り，その生活の基礎を本法の場所的適用領域 る犯罪行為
内にもつ場合の性的自己決定に対する犯罪 (以下略)
行為(以下略)
原文 96 Auslandstaten gegen international ge. 96 Auslandstaten gegen international ge. schutzte Rechtsguter. schutzte Rechtsguter. 
Das deutsche Strafrecht gilt weiter， un-Das deutsche Strafrecht gilt weiter， un 
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abhangig vom Recht des Tatorts， flirlabhangig vom Recht des Tatorts， flir 
folgende Taten， die im Ausland begangenlfolgende Taten， die im Ausland begangen 
we吋en: I werden: 
l. Volkermord (3220a); Il. Volkermord (322ゆa); 
2. Kernenergie-ー， Sprengstoff-undl2. Kernenergie-ー， Sprengstoff-und 
Strahlungs同 rb陀chenin de泊 Fallender 31 Strahlungsverbrechen in den Fallen der 3 
310b， 311 Abs.l bis 3， des 3311a Abs. 21307 und 308 Abs.l bis 4， des 3309 Abs.2 
und des 3311b; lund des 3310 ; 
3. Angrife auf den Luft-und Seeverkehrl3. Angriffe auf den Luft-und Seeverkehr 
(3316c); 1 (3316c); 
4. Menschenhandel (3180b) und schwererl4. Menschenhandel (3180b) und schwerer 
Menschenhandel (3181); 1 Men記h自由直ndel(3181); 
5. unbefugter Vertrieb von Betaubungs-15. unbefugter Vertrieb von Betaubungs-
mitteln; Imitt疋In;
6. Verbreitung pomographischer Schrif-16. Verbreitung pomographischer Schrif. 
ten in d巴nFallen des 3184 Abs. 3山ld4; 1 ten in den Fallen des 3184 Abs. 3 und 4; 
7. Geld-und Wertpapierfalschung undl7. Geld-und Wertpapierfalschung m 
deren Vorbereitung (33146， 149， 151 und1146， 151 und 152)， Falschung von ZahI-
152) sowie die Falschung von Vordruckenlungskart四 undVordrucken flir Euros-
flir Euros氾hecks und Euroscheckkartenlchecks (3152a Abs.l bis 4) sowie deren 
(3152心; IVorbereitung (33149，151，152 田ld152a 
IAbs.5); 
8. Subventionsbetrug (3264); 18. Sub市'entionsbetrug(3264); 
9. Taten. die auf Grund eines fur diel9. Taten. die auf Grund eines fur die 
Bundesrepublik Deutschland verbind-I Bundesrepublik Deutschland verbind-
lichen zwischenstaatlichen Abkommensllichen zwischenstaatlichen Abkommens 
auch d加nzu verfolgen sind， wenn sie imlauch dann zu verfolgen sind， wenn sie im 
Ausland begangen werden. 1 Ausland begangen w官rden.
邦|第6条(国際的に保護された法主主に対する国|第6条(国際的に保護された法益に対する国
訳|外犯) 1外犯)
ドイツ刑法は，更に，行為地法には関係なし|ドイツ刑法は，更に，行為地法には関係なく，
国外で犯された次の各号の1つに当たる行為|国外で犯された次の各号の1つに当たる行
に適用される。 1為に適用される。
1民族謀殺(第220条a) 1民族謀殺(第220条a)
2第310条b.第311条第1項ないし第3項.12第307条及ぴ第308条第1項ないし第4項，
第311条a第2項及び第311条bの場合にお|第309条第2項及ぴ第310条bの場合におけ
ける核エネルギー，爆発物及ぴ放射線に関す|る核エネルギー，爆発物及ぴ放射線に関する
る重罪 |重罪
3航空及び海上交通に対する攻撃(第316条13航空及ぴ海上交通に対する攻撃(第316条
c) Ic) 
4人身売員(第180条b)及ぴ重い人身売買14人身売員(第180条b)及ぴ重い人身売買
(第181粂) 1 (第181条)
5麻酔剤の無権限の販売 15麻酔剤の無権限の販売
6第184条第3項及び第4項の場合における16第184条第3項及び第4項の場合における
ポルノグラフ的文書の頒布 |ポルノグラフ的文書の頒布
7通貨及び有価証券の偽造，その予備(第14617通貨及ぴ有価証券の偽造(第146条，第151
条，第149条，第151条及び第152条)並びに|条及び，第152条).ユーロチェック及びユー
ユーロチェック及ぴユーロチェックカード|ロチェックカードの支払カード及び書式用
の書式用紙の偽造(第152条a) 1紙の偽造(第152条a第1ないし第4).並ぴ
にその予備(第149条ョ第151条，第152条お
よび第152条a第5項)
8補助金詐欺(第264条) 18補助金詐欺(第264条)
9ドイツ連邦共和国に対して拘束力のある19ドイツ連邦共和国に対して拘束力のある
国家聞の条約に基づき，それが国外において|国家閑の条約に基づき，それが国外において
56一一回第1巻4号
犯された場合にも訴追せられるべき行為 |犯された場合にも訴追せられるべき行為
原 1~56f. Widerruf der Strafaussetzung. 1 ~56f Widerruf der Strafaussetzung. 
文 I(1) Das Gericht widerruft 晶 Strafaus-I(1) Das Gericht widerruft 晶 Strafaus.
田tzung.wenn der Verurteilte Isetzung， wenn der Verurteilte 
1. in der Bewahrungszeit eine Straftatl1. in der Bewahrungszeit eine Straftat 
begeht und dadurch zeigt， das dielbegeht und dadurch zeigt， das die 
Erwartung， die der StrafaussetzunglErwartung， die der Strafaussetzung 
zugrunde lag， sich nにhterfullt hat， Izugrunde lag， sich nicht erfullt hat， 
2. gegen Weisungen groblich oderl2目 gegenWeisungen groblich oder 
beharrlich verstost oder sich der Aufsicht Ibeharrlich verstost oder sich der Aufsicht 
und Leitung des Bewahrungshelfers be-Iund Leitung des Bewahrungshelfers be一
harrlich entzieht四ldd凶durchAnlas zulharrlich entzieht und d凶ldurchAnlas zu 
der Besorgnis gibt， das er em凹 tS仕af-IderBesorgnis gibt， das er emeut Straf-
taten begehen wird， oder Itaten begehen wird， oder 
3. gegen Auflagen groblich oder beha汀ー13目 gegenAuflagen groblich oder beh岨r-
lich verstost. lich verstost 
Satz 1 N r.l gilt entsprechend， wenn die 1 Satz 1 N r.l gilt entsprechend， wenn die 
Tat in der Zeit zwischen der EntscheidunglTat in der Zeit zwisch四 derEntscheidung 
めerdie Strafaussetzung und deren Rechts-I uber die Strafaussetzung und deren Rechts-
kraft begangen worden ist. Ikraft begangen worden ist 
(2) Das Gericht sieht jedoch von deml (2) Das Gericht sieht jedoch von dern 
Widerruf ab. wenn es ausr官icht. IWiderruf ab. wenn es ausreicht 
1. wei tere Aufl時間 oder Weisungen zul1. weitere Auflagen oder Weis托lngenzu 
erteilen， narnentlich den Verurteiltenlerteilen， narnentlich den Verurteilten 
einern Bewahrungshelfer zu unterstellen， 1 einem Bewahrungshelfer zu unterstellen， 
oder loder 
2. die Bewahrungs-oder Unterstellungsぃ12.die Bewahrungs-oder Unterstellungs-
zeit zu verlangem. 1 zeit zu verlan.喧em
In den Fallen der Numrner 2 darf diel2 In den Fallen der Numrner 2 darf die 
Bewahrungszeit nicht um rnehr als dielBewahrungszeit nicht um rnehr als die 
Halfte der zunachst bestirnrnten Be-lHalfte der zunachst bestirnrnten Be-
wahrungszeit verlangert werden. Iwahrungszeit verlangert werden. 
(3) Leistungen， die der Vぽ urteiltezurl (3) Leistungen， dた derVerurteilte zur 
Erfullung von Auflagen， Anerbieten，IErfullung von Auflagen， An直rbieten，
Weisungen oder Zusagen erbracht hat，IWeis礼lngenoder Zusagen erbracht hat， 
werden nicht erstattet. Das Gericht kannlwerden nicht erstattet. Das Gericht kann 
jedoch， wenn es die Strafaussetzungljedoch， wenn es die Strafaussetzung 
widerruft， Leistungen， die der Verur-Iwiderruft， Leistungen， die der Verur 
t日ltezur Erfullung von Auflagen nach ~ 1 teilte zur Erfullung von Auflagen nach ~ 
56b Abs. 2 N r. 2 oder 3 oder entsprech町1・156bAbs.2 Satz 1 Nr.2 bis 4 oder e泊tspre-
den Anerbieten nach ~56b Abs.3 erbrachtlchenden Anerbieten nach ~56b Abs.3 
h唱t.auf die Strafe anrechnen. lerbracht hat. auf die Strafe anrechnen 
邦|第56粂 f(刑の延期の取消し) 1第56条 f(刑の延期の取消し)(1:裁判所は，
訳|①裁判所は，次の場合に，刑の延期を撤回す|次の場合に，青IJの延期を撤回する。有罪の言
る。有罪の言い渡しを受けた者が 1い渡しを受けた者が，
1保護観察中に犯罪行為を犯し，そしてその1保護観察中に犯罪行為を犯し，そしてその
ことにより，刑の延期の基礎にあった期待が|ことにより，刑の延期の基礎にあった期待が
充たされないことが明らかとなったとき |充たされないことが明らかとなったとき
2指示に対し，粗野に又は間断なく違反し.12指示に対し，粗野に又は間断なく違反し，
若しくは，保護観察官の監督及ぴ指導を頑固|若しくは，保護観察官の監督及び指導を頑固
に拒み，そのことにより，新らたに犯罪行為|に拒み，そのことにより，新らたに犯罪行為
に出るとの危慎の念を生ぜしめたとき |に出るとの危↑具の念を生ぜしめたとき
3遵守事項に対し，粗野に又は間断なく違反13遵守事項に対し，粗野に又は間断なく違反
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したとき |したとき
②ただし，裁判所は 1②ただし，裁判所は，
1それ以上の道守事項若しくは指示を与え1それ以上の道守事項若しくは指示を与え
ること，lPち有罪の言い渡しを受けた著を保|ること，即ち有罪の言い渡しを受けた著を保
護観察官に服従せしめること |護観察官に服従せしめること
2保護観察期間を延長すること 12保護観察期間を延長すること
で充分なときは，撤回を中止する。 で弘充分なときは，撤回を中止する。
第2号の場合，保護観察期間は，その半分を|第2号の場合，保護観察期間は，その半分を
超えて延長することは許されない。 1超えて延長することは許されない。
③有罪の言い渡しを受けた者が，遵守事項， Icr有罪の言い渡しを受けた者が，遵守事項，
申出，指示又は確約の履行のために行った給|申出，指示又は確約の履行のために行った給
付は，それを補償きれない。ただし，裁判所|付は，それを補償されない。ただし，裁判所
は， JfIJの延期を撤回したときは，有罪の言い|は， Jfljの延期を撤回したときは，有罪の言い
渡しを受けた者が，第56条b第2項第 l文第li度しを受けた者が，第56条b第2項第l文第
2号若しくは3号による遵守事項又は第5612号ないし 4号による遵守事項又は第56条
条 b第3項によるそれに準ずる申出を履行Ib第3項によるそれに準ずる申出を履行す
するために行った給付を刑に算入すること|るために行った給付を刑に算入することが
ができる。 1できる。
原 1~78b R叶len. 1~78b R山崎n.
文 1(1)Die Verjahrung r叶lt I (1)Die Verjahrung ruht 
1. bis zur Vollendung des achtzehnten 1. bis zur V 01防ldungdes achtzehnten 
Leben吋ahresdes Opfers bei StraftatenlLebensjahres des Opfers bei Straftaten 
nach d四 ~~176 bis 179， Inach den ~H76 ， bis 179， 
2.田 langen岨chdem Gesetz die Ver.12. solange nach dem Ges氾tzdie Ver. 
folgung nicht begonnen oder nicht fort.lfolgung nicht be窓口nnenoder nicht fort. 
gesetzt werden kann; dies gilt nicht， w田 nlge田tztwerden kann; dies gilt nicht， wenn 
die Tat nur deshalb nicht verfolgt werdenldie Tat nur deshalb nicht verfolgt werden 
kann， weil Antrag， Ermachtigung oderlkann， weil Antrag， Ermachtigung oder 
Strafverlangen fehlen. 1 Strafverlangen fehlen. 
(2) St廷htder Verfolgung entgegen， dasI (2) Steht der Verfolgung entgegen， d，まB
der Tater Mitglied des Bundestages oderlder Tater Mitglied dほsBundestages oder 
eines Gesetzgebungsorgans eines Landesleines Gesetzgebungsorgans eines Landes 
ist， so b帽nntdie Verjahrung erst mitlist， so beginnt die Verjahrung erst mit 
Ablauf des Tages zu ruhen， an dem IAblauf des Tages zu n血en，an dem 
1. die Staatsanwaltschaft oder eine Be.l1. die Staatsanwal七schaftoder eine Be. 
horde oder ein Beamter des Polizeidien・Ihordeoder ein Beamter des Polizeidien. 
stes von der Tat und der Person deslstes von der Tat und der Person des 
Taters Kenntnis erlangt oder ITaters Kenntnis erlangt oder 
2. eine Strafanzeige oder ein Strafantrag 12. eine Strafanzeige oder ein Strafantrag 
gegen den Tater angebracht wird (S158Igegen den Tater angebracht wird (S158 
der Strafprozesordnung) . 1 der Strafprozesordnung) . 
(3) 1st vor Ablauf der Verjahrungsfristl (3) 1st vor Ablauf der Verjahrungsfrist 
ein Urteil des ersten Rechtszuges er-Iein Urteil des ersten Rechtszuges er. 
gangen， so lauft die Verjahrungsfrist nichtlgangen， so lauft die Verjahrungsfrist nicht 
vor dem Zeitpunkt ab， in dem d回 Verfa.lvordem Zeitpunkt ab， in dem das Verfa 
hren rechtskraftig abgeschlossen ist. 1 hren rechtskraftig abgeschlossen ist. 
(4) Droht das Gesetz strafscharfend furl (4) Droht das Gesetz strafscharfend fur 
besonders schwere Falle Freiheitsstrafe I besonders schwere Falle Freiheitsstrafe 
von mehr als funf Jahren an und ist daslvon mehr als funf Jahren an und ist das 
Hauμverfahren 刊 r dem LandgerichtlHauptverfahren vor dem Landgericht 
eroffnet worden， so ruht die Verjahrungleroffnet worden， so n血tdie Verjahrung 
in den Fallen des ~78 Abs.3 Nr. 4 ablin den Fallen des ~78 Abs.3 Nr.4 ab 
Eroffnung des Hauptverfahrens， hoch.IEroffnung des Hauptverfahrens， hoch-
stens jedoch fur einen Zeitraum von funflstens jedoch fur einen Zeitraum von f住lf
58一一第1巻4号
J ahren; Absatz 3 bleibt unbertihrt J ahren; Absatz 3 bleibt unbertihrt 
訳邦 第78条b (公訴時効の停止) 第78条b (公訴時効の停止)
①時効は， ②時効は，
1第176条，第177条及び第179条の犯罪にお 1第176条ないし第179条の犯罪における被
ける被害者が満18歳になるまで， 害者がi前18歳になるまで，
2行為が，告訴，授権，又は刑の請求が欠け
ることを理由としてこれを訴追しえない場 ることを理由としてこれを訴追しえない場
合を除き，法律上，訴追を開始することがで 合を除き，法律上，訴追を開始することがで
きないか，又は続行することができない限 きないか，又は続行することができない限
り，停止する。 り，停止する o
②行為者が連邦議会又は州の立法機関の構 ②行為者が連邦議会又は州の立法機関の構
成員であるということが訴追の支障となる 成員であるということが訴追の支障となる
ときは，時効は，以下の各号に規定された日 ときは，時効は，以下の各号に規定された日
の経過をもってはじめて停止を開始する。 の経過をもってはじめて停止を開始する。
1検察庁又は警察庁若しくは警察官が行為 1検察庁又は警察庁若しくは警察官が行為
及び行為者の何人であるかを知った場合，又 及び行為者の何人であるかを知った場合，又
は， 2行為者に対する告発又は告訴がなされ は， 2行為者に対する告発又は告訴がなされ
た場合(刑事訴訟法第158条) た場合(刑事訴訟法第158条)
③時効期間の経過前に第一審の判決が下さ ③時効期間の経過前に第一審の判決が下さ
れたときは，時効期間は，手続が確定力をも れたときは，時効期間は，手続か稽定力をも
って終了する時点以前には進行しない。 って終了する時点以前には進行しない。
④本法がとくに重い事例に対して刑を加重 ④本法がとくに重い事例に対して刑を加重
して 5年以上の自由刑を科し且つ公判が地 して 5年以上の自由刑を科し且つ公判が地
方裁判所で開かれるときは，第78条第3項第 方裁判所で聞かれるときは，第78条第3項第
4号の事例における時効は公判の開始まで， 4号の事例における時効は公判の開始まで，
5年を上限として，停11:する。第3項はこれ 5年を上限として，停止する。第3項はこれ
によって影響を受けない。 によって影響を受けない。
(前号の訂正)
改正条文対照表3頁の第126条1項3号(左側)の<，犯罪予告による公共平
和の⑥乱)→<，犯罪予告による公共平和の索乱J)
